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概 要  
本論文は、企業法務実務を対象として、企業法務の効率性を如何に実現するかについて検討するこ




















































































































おいて、現状の企業間契約解釈について概説し、3.2 及び 3.3 では、実際の裁判例を参
照しつつ、企業間契約における契約解釈指針の在り方について検討する。そして、3.4
では、3.2 及び 3.3 にて提唱した契約解釈指針の理論的根拠について、いわゆる関係的
契約理論（詳細につき後述）に言及しながら説明する。  





















































                                                   
1 柳川隆他（2015）『ミクロ経済学・入門』有斐閣アルマ  















































2.3  取引コストの削減   
2.3.1  法務コストと会社利益との関係 
2.2 では、企業の機能とその必要性について確認した。本節では法務機能のコストと
しての側面に着目する。 
      





















































                                                   
3 高橋和之他編（2016）『法律学小事典[第 5 版]』有斐閣 




6 民法 1条 2項「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。」
と規定され、一般に社会生活上一定の状況の下において相手方のもつであろう正当な期
待に沿うように一方の行為者が行動することを意味し（前掲  高橋和之他編『法律学小辞








































                                                   






















































































たないことを示すために、図－3、図－4 を参照されたい。  
図－3 及び図－4 は、各部署が自部門の業務を遂行する上で契約を締結する必要が生
































































2.5  戦略法務による価値創出（経営判断原則の事前機能の活用）  
2.5.1 戦略法務の必要性 











































































































































2.5.2  経営判断原則の事前機能 
 経営判断原則（Business Judgement Rule）は、主にアメリカにおいて生成・発展し
た法概念であり、現在では日本の裁判例においても採用されつつある原則である 8。株
式会社の取締役は、法的には会社から委任を受けて会社経営を行うものであり（会社



























                                                   





11 江頭憲治郎（2009）『株式会社法（第 3 版）』有斐閣  









2 点目が、同じく経営判断原則の事前機能としての「経済的意義」である。  















































































                                                   
13 本判決の他にも、要件①を問題として取締役の責任を認めた事例として、東京地裁平
























































2.6  経営判断原則の活用による法務業務の効率化  
 2.5 では経営判断原則の事前機能に着目して、企業法務が企業価値創出に寄与し得るこ
と、あるいは寄与すべきであることを論じた。本節では、引き続き前節で検討対象とした
経営判断原則に着目し、再度、2.3 及び 2.4 における検討に加えて、企業法務機能のコスト
削減方法について検討する（本節は、法務コスト削減をテーマとすることから、本来であ
れば、2.4 に続いて検討すべきであるが、経営判断原則の企業価値創出を説明する便宜上、



































第 1 条（目的）  




第 2 条（活動指針）  
   法務部員は、法務業務を遂行するに当り、原則として、以下の手順によって法務
業務を遂行するものする。但し、事案の性質に応じて、適宜、当該事案に適切な方
法をもって追加補充的に法務業務を実施するものとする。  
   ①当該事案に適切な法的判断をするのに必要かつ十分な情報の収集（ヒアリング
や文献調査等）に努める。  
   ②①において収集した情報に基づいて、通常の法務部員の立場から合理的（有効・
適切）な法的判断を下すよう努める。  
   ③②の法的判断に際して、必要に応じて相談元に対し、当該法的判断を下した合
理的な理由を口頭又は書面にて明示することに努めるとともに、当該法的判断
の大要を記した書面を作成して法務部内にて保存、備置くものとする。  
第 3 条（上長等による審査）  




2.7  小括  














３ 企業間契約における効率性  

























































































































































































No. 裁判所／日付  記載文言  差し入れ当事者  
１  東京地判 H.11.6.28 『貴会には一切のご迷惑もおかけし
ないことを確約いたします。』  
銀行（母体行）  
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